	南海トラフ新想定地震対応アンケート調査



▼アンケートの回答期限・提出方法
○回答期限　　平成25年２月８日（金）

○提出方法　　上記期限までにご回答のうえ、下記①～③のいずれかの方法でご提出ください。

　　　①郵送の場合：同封の返信用封筒でご返送ください。

②ＦＡＸの場合：０６－４８０１－９２２８（株式会社サーベイリサーチセンター企画課　小林宛）まで送信してください。

③電子メール： kou_osk@surece.co.jp（株式会社サーベイリサーチセンター企画課　小林宛）まで送信してください。
○デジタルで回答される方は、当研究所ホームページ（http://www.fukkou.net/index.html）から質問票をダウンロードされるか、上記サーベイリサーチセンター宛にメールでその旨、お知らせ下さい。
▼お問い合わせ先
関西学院大学　災害復興制度研究所（〒662-8501　兵庫県西宮市上ヶ原一番町1-155）
TEL：０７９８-５４-６９９６　FAX：０７９８-５４-６９９７　e-mail：s-yamanaka@kwansei.ac.jp
▼調査担当
　 関西学院大学・山中　茂樹、松田　曜子
■貴自治体について教えて下さい。
	自治体名
	　　　　　　　　　　　　県　　　　　　　　　　　　　市・町・村

	担当課
	
	回答者
	

	ご連絡先
	住所（〒　　　　　　　　）


	
	Tel：　 
	Fax：
	e-mail：



新想定についてお伺いします。

問１．新想定についてどんな感想をお持ちになりましたか。（複数回答可）

１．驚いた。いまのところお手上げ状態である
２．沿岸部には住めないと思った
３．1000年に1回のこと。完全な防災は難しいと思った
４．防災だけでなく、まちづくりを根底から考えないといけないと思った
５．国の財政面、技術面での大幅支援が必要だと思った
６．日本の宿命である。うまくつきあっていくしかないと思った
問２．住民のみなさんの反応はいかがですか。

１．今のところ、とくに大きな反応はない
２．高台移転や防潮堤のかさ上げを要望する人が出ている
３．すでに移転した人がいる
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問３．貴自治体では対応の検討を始められましたか。（複数回答可）
※「対策会議」は、貴市町村で用いられている名称に置き換えてください。

１．庁内に対策会議※を設けた
２．学識者を入れて対策会議※を設けた
３．町内会や自主防災組織を交えて対策会議※を設けた
４．近隣の自治体を交えて対策会議※を設けた
５．県と沿岸自治体で対策会議※を設けた
６．担当課で対策の検討を始めている
７．未着手である
８．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
高台移転についてお伺いします。

問４．公的施設の高台移転を検討されていますか。

１．すでに高台移転を決定した
２．高台移転の検討を始めた
３．国の国土強靱化で有利な助成制度ができないか方針待ちである　　　問９へ
４．高台移転は選択肢にない　　　問７へ
５．まだ検討していない　　　問８へ
６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　 問９へ
問５．問４で「１．すでに決定した」「２．検討を始めた」とお答えになった自治体にお伺いします。
それはどのような施設ですか。（複数回答可）

１．役場（ いずれかに○ →　ａ．本庁　ｂ．支所　ｃ．出張所 ）
２．警察（ いずれかに○ →　ａ．本署　ｂ．分署　ｃ．駐在所　ｄ．交番　ｅ．官舎 ）
３．消防（ いずれかに○ →　ａ．本署　ｂ．支所　ｃ．出張所　ｄ．消防団詰所 ）
４．病院、診療所
５．学校（ いずれかに○ →　ａ．小学校　ｂ．中学校 ）
６．幼稚園、保育所
７．図書館
８．保健所
９．老人ホームなど福祉施設
10．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問６．問４で「１．すでに決定した」「２．検討を始めた」とお答えになった自治体にお伺いします。
公共施設が移転すると、施設の利用が困難になったり、周辺の商店がさびれるなど、さまざまな影響が出ると考えられます。どのような対策をお考えでしょうか。

１．（学校・病院・保健所・福祉施設については）連絡バスを走らせる
２．役場の出張所、病院の診療所を設ける
３．社会的弱者のために診療バスや図書館バスなどを定期的に派遣する
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．特に対策は考えていない
問７．問４で「４．高台移転は選択肢にない」とお答えになった自治体にお伺いします。
それはなぜですか。（複数回答可）

１．そもそも適当な高台がない
２．高台へ逃げることを基本にしている
３．公共施設が高台に移転すると町が成りたたなくなる
４．財政的にゆとりがない
５．防潮堤のかさ上げで対応する
６．逃げるのに適当な高台がないので、避難タワー、避難ビルで対応する
７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問８．問４で「５．まだ検討していない」とお答えになった自治体にお伺いします。
それはなぜですか。（複数回答可）

１．国、県の方針を待っている
２．財政的に見通しが立ってから検討する

３．住民の意見を集約中である
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【ここからは、全員の方にお伺いします。】

問９．民間施設で高台移転を決めたところはありますか。あればその施設は何でしょうか。

１．病院、診療所　　　　２．私立学校　　　　３．工場・事業所　　　　４．福祉施設
５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問10．民間施設の高台移転、もしくは進出を誘導する優遇策を講じておられますか。


１．講じている　　　　　　　　　　　　　　　２．講じていない

３．検討中である
問11．問10で「１．講じている」「３．検討中である」とお答えになった自治体にお伺いします。
それはどんな施策でしょうか。下記の欄に具体的にご記入ください。

防潮堤のかさ上げについてお伺いします。

問12．防潮堤のかさ上げを予定しておられますか。

１．予定している
２．検討中である
３．国土強靱化が具体化されるのを待っている
４．県の方針待ちである
５．国・県の施設については事業の具体化を待っている
６．予定していない
７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問13．問12で「６．予定していない」とお答えになった自治体にお伺いします。それは何故ですか。

１．観光が台無しになる
２．漁業の妨げになる

３．財政的に苦しい
４．防潮堤だけで防げるとは思わない
５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他の対策について

問14．高台移転、防潮堤のかさ上げ以外にどのような手立てを検討されておられますか。（複数回答可）

１．避難路の整備
２．避難路の耐震化
３．避難タワー・避難ビルの増設
４．避難訓練の強化
５．自主防災組織の強化
６．防潮林の整備
７．沿岸部の学校などに救命具の配備
８．防災行政無線など避難情報施設の整備
９．ソーシャルメディアを活用した避難情報の伝達
10．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問15．避難に車を使うことについては、何らかの方針を決めておられますか。
１．全面禁止である
２．決めていない

３．自治体が認めた災害弱者についてのみ認めている
４．今後、検討する
問16.　地下埋設の津波シェルターや海上を浮遊する球型の津波シェルターなどの導入については、どのようにお考えでしょうか。
１．導入を検討している
２．興味があるので、展示会に行った。また、資料を取り寄せている
３．興味はある
４．検討していない
５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
以上で質問は終わりです。ご多用のところ、ご協力ありがとうございました。
内閣府の有識者会議が昨年、南海トラフ巨大地震について新想定を発表しました。これに伴い沿岸各自治体におかれましても新たな対応の検討を始められているところと存じます。事前復興計画の普及をめざしております当研究所としても皆様方の検討の方向を把握し、ともに巨大災害に向けた事前対策について考えていく所存です。つきましては年度末でお忙しいところと存じますが、以下のアンケートへのご協力をお願いする次第です。


関西学院大学災害復興制度研究所
















































